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後進国開発のための投資配分

一一一マハラノピス理論の検討一一

本山美彦

序工業開発のジレンマ

いわゆる「成長のエンジン」ト称吉れる貿易のメカニズムが，第二次大戦後

一次産品需要の世界的停滞にともなって破壊され，後進国の外貨事情は著しく

困難なものとなっている九 その結果戦後の急速な民族主義の興隆のもとで計

画経済方式による工業化を志向していた後進国も，最近においては必要資本財

並びに資本を先進国に仰がざるを得ず，インドのように外貨算定が確実になる

まで第四次計画壱延期している例も多い。かかる情勢を反映して，外資依存の

弊害壱説き国内資本形成を重要視していたヌルグセーペ シンガ一等の理論が

影壱薄め，最近では外資導入の経済開発に与える効果壱極大にする条件が問題

になりつつある。この理論は「援助の経済学」と呼ばれる特徴をもつが，外貨

危機の原因を後進国が資源賦与条件を無視した工業化政策に求める共通の主張

をもっている。ところが一方の極において，かかる外貨危機の状態にあるから

こそ一刻もはやく園内上業化を成し遂げるべきであると封鎖モデノレを考えるの

がマハラノピλ ， ドップ，セ /3) 等の重工業優先論者である。ととろがこの理

論は， [援助の経済学J"のもつ常識性に比しさまざまの厳しい仮定の上でのみ

1) R. Nurkse， PaUe附 s0/ T:叩品開dn，出 lopment，1957，邦訊，大畑弥七訊 r;外国貿易と桂済

発展J2買9

2) R. Nurkse， [13J; 目、V.SingerμThe Mechanics of Econornic Uevelop田 ent"， Tke 

lnd:叩1'1 Eco-n仰nic:Review， Aug. 1952， pp. 1~18 

3) P. C. MahalarlObis， [17J; Dobb， (10， 11， 12J; A. K. Sen， (5， 6J。
4) 大別して二種の潮流がある。 f作貯蓄ニ投資 Gapアプローチ， P. N. Rosenstein-Rodan， 

International Aid for Underdeveloped Countries"， The .Hev~四 0/ Economic & Statis叫"
May 1961， p. 127. ("ロ)輸出=輸入 gap論. B. Ba1assa， T叩 deProspects J01 D削 lopi噌
Countries， OECD， Dec. 1963，等が代表文献である c
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成立している議論であり，その手法が新古典派の延長線上にあるという弱さ壱

持っている。この理論では，貯蓄・投資を消費財なかんずく食糧の余剰創出と

それによって追加的に雇用される労働力の近代産業への追加投入とし、う形で理

論が設定される。大規模・超近代的技術による工業政策について，国内市場の

大きさが先進技術を受け入れ易くする有利な条件を提供していることも事実だ

が，その巨額の資金併呑佐，それに反比例する僅かな当面の雇用吸収力が開発

過程の重圧であれその結果近代部門の発展が阻止され家計部門の過剰労働が

増大する一方の苦しさは，現実のものとなっている"。かかる事実認識をしな

がらも，重工業優先路線壱説く前記論者が説得性を持つとは言い難い。むしろ

後退したところで論理設定がなされるため，後進国の現実をつきつけられると，

簡単に破産してしまうのである。私自身現代の世界情勢下では後進国が自ら工

業化の政策をおし進めるへきであるとは思いながらも，それを支える理論的基

礎は先の論岩達のものではない土うに思える。以下その弱点面のみを浮き彫り

にして行きたい。

I マハラノビス理論

マハラノピスが与えた問題は，基本的な経済部門間への投資の配分と，この

配分の国民所得の増加率に及ぼす影響についてである。彼のそデノレは二部門モ

デノレと，四部門モデノレの二つの部分からなっているが，その基本モデノレは二部

門であり，四部門モデノレは雇用の概犬舎図る短期モデノレである。モデノレ構成に

あたって彼は価格状態の不変，技術水準一定を仮定した上で新投資の配分を問

題とされる。このさい既存の固定資本は減価しないとされている。二部門とは

Kセクターであれ基礎資本財生産部門とされ， cセクターは消費財生産部門

とされる。中間財産業については，それがK部門， c部門に使用される度合に

応じて新投資の配分がなされる白う ことで新投資のうちK部門配分比をん c

5) 石川流開発の経済学と中国の経験， r思想J1968年 1月号。
6) P. C. Mahalanobis， (17)， pp. 36-51 
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部門への配分比を L とする。従って， ，\，十，\.~1 である。同民所得(Y) ， 消費

財((;)，投資 (K)， t ~ t年とする o B Iま経済全体の投資生産性であり， 固た

はK部門のそれ， βcはC部門のそれである。従って，B~ ん・ß，+'\，同e である。

投資の源泉はすべてK部門にある。

① JK， ~ß"À， ・K，

② JC， ~B，.ん .K，

③ K，~ (1+ム・ん)toKo(Koは投資財初期値)

④ Ct=Co+Ko ・ B， .'\.+K， ・ ι.'\.(1+ん・ん)十 υ • ，， +K， (l+ルん) t-l 0 

βe・λ
x scoAe二 Cけんすづ"-((1十ι.'¥，)，ー1}

… ⑥ Yt=Kt十C，
r. ， ( Iヨk ・ん +B. ・ À~ ¥ ((1 ，(') 1 ¥. 111 Y，~ Y，11+α0・1一一一一一一 1((1十品・んl'-l)I l-，-" ¥β.toAii: ! l'-， ..-" .."，，! -J J 

ここで α。は計画初期の平均貯蓄率である。

α。，ん，sc， 。は所与と考えられているので，成長率は全一的にんの大き

さに依存している。イシドの場合仇=0.2，品苫O.5~ と計測されたがために仇

くιである。従って投資配分率んを高めると，経済全体の生産性は逆に作用

し低下するが，時間の経過とともに， (1+βJふ壱犬きくするので長期的には

Yの{置が加速度的に高められる。当初の犠牲は成長過程において償われるとさ

れる。両~70/0 とし Y， ~l ，OOO の値の上で，ん~0.1 とん=0.5 の種の時系列を

マハラノピスは比較している。

0.1 

0.5 

2335 

5030 

Yo~l ，OOO 

α。7%
β"，=0.2 
sc=O.5 
Ak=O.l 
or 0.5 

ん壱できるだけ高めることが望ましいが，イ Y ドではすが適当であると 7 ハ

ラノピスは結論する。彼は更に四門分割でC部門を C，(近代的工場生産による消

費財部門)， C， (農業を含めて中小企業家内企業白色消費財部門)， C， (サーピス部門)
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に細分する。五ヶ年計画の実際の時期に即して， (1)雇用増1.500万人(N)， (の

年成長率 3%， (3)必要投資金5釦億ノレピー (A)， (4)基準年九=1080億ノレピー

従って五ヶ年増加額290億ノレピー(E)を目的数値とし，各部門の生産性品二0.2，

β01=0.35，ι=  = 1.25， (3， =0.45 (添字は各部門)， 資本労働比率を Oで表示す

ると ，0，=20，000ノレピー，0， =8，750， 0， =2，500， 0， =3，750ノレピーと言十曲Jさ

れる。モデノレは次のようになる。

⑦ E=，dY，十，dY，+，dY， +4Y， 

⑧ Nニ，dN，十d九 +，dN，+4N， 

⑨ Aニ(ん+ん +A，+ん)K

⑩~⑬ L/Y;;=β;;. Ai・K (i=k， C10 C2， C3，) 

⑮~⑫ .dN;;= ~: ](円 'b九崎〉

ここでん=tと決冠されると，未知数は方程式の数と一致するために決定され

る。この計測の結果は，第 2図で表示する。

(第2図)

雇用増加数〈百万人) |投資配分額〈百万川一) 1 所得培加数(百万〕

0.9 18，500 3，700ノレピー

1.1 9，800 3，400 

4.7 11，300 14，700 

o 16，000 7，200 

計| 11.0 56，100 29，000 

マ(ラノピ月がもっとも主張したいのは，んが大きいほど短期的な所得の，成

長率は低いが長期的には加速的に増大するということである。彼はここから資

本財産業の優先的発展の有利さ壱論証しているかのようである九 しかし，は

たしてそうだろうか。投資の源泉がK部門のみにあるのは何故か。短期長期の

視点が ιくs，と関連あるのか。貯蓄率の制約の困難件から解放されているの

7) Ibid.， p. 51 
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か，その吟味がこの小論の目的である。

1 投資の意味

(575) 59 

K部門の生産額と投資とが一致するためには，Kが独立の経済単位であって

はならない。従ってそれはケイ Yス流投資の概念でなくてはならない。それは

統計面で表現されたものである。ケイ Yズの概念とマルクスのそれとを対比す

れば以下の重大な差異がある。ケインズに従えば投資とは販売された財のうち

消費者に引きわたされたものと，資本設備の損耗を除いた残りである。従って

そこには追加的購入生産の他に追加的労働者費用を含んでいる。また投資の物

的形態が機械という形をとっていようと，原材料在庫増という形態をとってお

ろうと，その内容には立ち入らないのである。その意味においてのみ投資とは，

期末生産手段と期初生産手段との差なのであって，固定資本そのものを指すも

のではない。いいかえれば投資とは固定資本の増加だけではなくて経蛍資本の

増加(原材料や半製品のように生産を円滑に行うために必要な正常の手持量)，流動資

本(正常量以上の手持原料，売残り在庫品〉の増加も含む。 1000ノレピーを月半ばで

500ノレピー消費し， 100ノレピー貯蓄しても純計面では500ノレピーが投資となる。所

得のうち消費しなかった残りが投資だからである。このような投資概念におい

てのみ財と投資が一致するのであれマルグス流の第 1部門と投資が一致する

ことはあり得ないのである。マノレグスにおいては，各部門両方とも投資行為壱

するが，他部門への投資は行われない。この差異は今後の理論操作上明確に認

識しておかねばならない。

2 需要条件の欠如

マハラノピスに需要条件がないと都留重人目〉氏や片野彦二')氏等によって批

判されている。需要条件の導入によってモデルの完全性が保証されると片野氏

は説明されるが，実はこの需要条件の制約』こよりマハラノピス理論は工業優先

論とはならなくなるのであって，己の条件の導入はモデノレの有効性を示すもの

8) 都留重人. [9 l. 219-237頁。
9) 片野草三. (2J. 63-69頁。
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ではなく破産に導くものである。いずれにしても投資的側面ばかりをマハラノ

ピスは論じ再生産論的視点がないのは確かである。しかしそこにおける需要

条件の導入が， 全生産物を価格で総計して一括し， 生産総額と需要総計が一

致するかどうか検討するだけでは充分でないのだが，マハラノピスのようにケ

インズ的投資を念頭におくかぎり，都留氏や片野氏が行ったように限界貯蓄

率(s )のパラメータ の導入も止むを得まいと思われる。都留氏は消費財生産

の需給を考えることにより限界貯蓄率を導いている。すなわち消費財の供給の

増分は

⑬ dC，=s，・Ac.Kt

で表わされるのに対し，需要の増分は

⑩ dC，= (l-s)dY，= (l-s)・β.Kt

需給の均衡とは⑫式と⑬式とが等しい

⑩ (l-s)・同.Kt=βc.).，c.Kt

⑧ sー1 βe・ι ι・ん一-s← -s-

⑫式を⑥式に導入すると，⑥式は次のように書き換えることができる。

⑫ Yt=九[1十与((I+ss)'-I)1 
次に S とんとの関係をみるために sをんで微分してみる。

ds 1 {r， sk.s， 
⑮ す可Z瓦干= s' (sιs，.sバ.s円β日 β川r川んAん凶k

(ぐ."s=ι.，lん，+両ι，.，lん，，=).，ん，(sιk一3ι1，)+sι，) 
⑫式はんの値を高めることは限界貯蓄率を高めて行くことを意味する。後進

国に対しては苛酷な消費削減を強要するだけのものであった従来の開発理論に

対し，マハヲノピスの理論はK部門への優先投資を行うことにより巧妙に限界

貯蓄率を高めて行く方策壱示したように見える。その意味で二部門分割の効果

が表現されているように思えるひ⑫式の意味するところのものは sを高める

ことにより短期的には Y，の成長は遅いが長期的には加速的に成長するという

ことであれ⑥式の意味と同じである。片野氏はマハラノピス理論もドーマー
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流の成長理論の延長上に立つことを論証しておられる町。 しかし片野氏はその

ことを指摘されるだけであるが，このことは重大である。問題は何のために二

部門分割をマハラノビスがおこなったかである。後進国は比較的利益を重視し

た軽工業ないしは一次産品に特化すべきだとの俗流開発論に対しs 士業なかん

ずく基礎資本財産業の重要性を論証せんがために二部門分劃を試みたのではな

かったか。もし彼のそデノレの帰結が一部門そデノレからも導き出せるものである

なら事態は深刻である。彼の式は次のようにしても導き出すことができる。今

投資を Iとし，日を経済全体の生産性を示すとする。

⑫ .dS=.dI=s，dYニ S，β・I (.'， .dY=β・I)

⑫ Ie=ん(1十s・s)'

⑮ .dYt=β・10(1+5β)'

⑧ Y，=叫Y九。+4号[代川仙(ρ七Is β印昨)'一1) = 叫沖1+弓与'-{仙(σ併1い+哨 叫叫一-1}叫}

⑫式は⑫式と同 である。⑨式で示されたことは， β，S，α刷"'が一定のと tき.s 

が α叫0 より大き〈保たれているかぎり国民所得が加速的に成長し， その加速の

程度は々が大きいほど大である。とのようにマハヲノピスの二部門分割モデノレ

は，一部門モデノレk全く差異のないものとなる。短期の低成長率，長期の高成

長率の特徴は何も二部門分割，すなわち工業優先のそデノレ(経済の部門選択のな

い)の国有の特徴ではなく，一部門そデノレも同様の特徴をそなえているのであ

る。となるとマハラノピスが二部門分割により示そうとした初期の意図は全く

消失し，工業化のバタ-:，/を表現するものではなく限界貯蓄率を高めるのが成

長の必須条件であると言っているのにすぎない。それと言うのもケイ γズ流の

集計概念を部門分割にそのまま踏襲したからに他ならない。

イY ドにおいては仇くιであるから，んの値を高めて行くことは，経済全

体の生産性を低めるから，短期的には成長率は低くなると言うのがマハラノピ

10) マハラノピス理論がド マ流のそれと同一であることを指摘したのは， M. Brofenbrenner， 
“A Simpli:fi.ed Mahalanobis Development Model"， Economic Developme叫酎ldCuUural 

Change， Vol. lX， Oct. 1960， pp 45-51，が最初Jであるが，その数式理解は間違っている。最近
では，公文俊平，計画的経済成長のド マ型モデル， r理論経済学J1867年6月号は，問題点ぞ
的催に博ぎ上らせている。
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スの主張でもあった。それは，⑥式の中の s/仇・んの so;;.i)'i;めるため，この項

の値が小さくなるととを指摘したものであった。しかし⑥式を書き直すと次の

ようにもなる。

r" . Iβ A..，.¥ r 11 ，n 1... t 111 
⑧ Y， =. Yc l1+ α。 (1+百J・~:) {(1+仇・ん)' 川

この式からは仇くムであるがゆえに， 成長率が低くなるとの論拠は出てこな

い。品/ん>1であるからである。 従ってマハラノピスの論拠は， β"仇 の

値に関係なく，士の値いかんで導き出せるのであって，sk>sCであっても同

じ結果となるはずである。

E 生産要素固定性の問題

マハヲノピスの投資概念がケイソズ流のそれであるかぎり，都留氏や片野氏

のような需要条件導入方法も無理もないものと思えるが，この上うな需要条件

であるかぎり，限界貯蓄率は不断に高度化できるようである。限界貯蓄率がモ

デノレにより内的に照応する以上の何ものも表現していず，はたしてどれだけの

限界貯蓄率が可能なのかは，モデノレにより決定されない。限界貯蓄率がもし与

件的なものならば，その限界内で投資配分率の決定を可能にするのであろう地面

モデルの成立過程をみるかぎりそうはなっていなし、。とするならば，本質的な

意味で需要条件にはなっていない。投資配分率がどの程度に可能なのか，モデ

ノレ自身が決定すベき問題である叫。初めに述べたように， この問題を考えると

き消費財壱価格で総計して一括し，生産総額と需要総額とが一致するかどうか

を検討するだけでは充分でない。労働力を維持するための消費財と，再生産論

的生産財需要の問題がある。すなわち生産財・消費財別に需給の関係をみる必

要があるのであって，生産財と消費財の部門分割はこの観点から必要となるの

である。 Y ハヲノピスの投資概念がクイ"/;;ぐ的なそれであるかぎりこのような

考察は不可能であるが，マハラノピ旦はんの算定にあたヮて，工業セν十スを

利用してん=0.2としている u 現実の経済をヶイ yズ流の純計概念で部門分け

11) M. S. Khan， [1]. p. 14 披はその楕完として BeHelhei田町 Sludies叩 the Tk四 ryof 

Planni匂Ig，(Bは nbay)， 1959，のそデJレを援用している。
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することは本来不可能であるのに，仇，s，を別々に算定している以上，Kセクタ

ーを 1個の独立した経済単位と見なしていることを示すと考えても良いだろう。

この想定のもとで初めて仇の算定は可能になるからである。 すなわちK セク

ターが，投下された資本に対してどれだけの固定資本を産出したかを問題とし

なければならない。しかしそうすると ，Kセクターの産出=投資の概念は生じ

てこないのではあるが，マハラノピスはこの矛盾をさして気にとめていない。

今マルク月流にKセクターは生産手段を生産するが，これのみが投資の源泉だ

と阪定しないことにする。この想定のもとに需要条件を導入するとき，部門聞

の投資配分半はいかなる値でなければならないかを考えるのが次の問題である。

いま生産財生産部門を W，とし，消費財生産部門を W，とする。新たに原材

料または中間財を W，と独立させることにする。寸ノレクスの表示に従い不変資

本を C，不可資本を V，新たに原料をとする問。各部門の供給条件をベク lノレ

化すると次のようになる問。

⑩ rW，l= rC，+LlC" V，+LlV" 九十LlR，l
1 w，1 1 C，+ LlC" V，+ LlV" R，+ LlR， 1 
L 日TsJ lCS+ .JCS• VS+.::1VS> Ra+iJR8J 

各部門への投下資本壱 Kl> K z• K3' で示すと，拡大再生産を意図して編成替

えした各部門構造は次のようになるo

⑩ rW，1 = r(1+α)all， (1+α) aZb (1十α)a"lrK， 001 
1 w，1 1 (1+β)aj" (1+β)a"， (1十β)a，，1十oK， 01 
l W，J l(1+r)a"， (1十r)a山 (1+r)a"JlO0 K，J 

ここで α，13， rは各部門の成長率であり J aij は各部門の資本のうちに占める

固定資本と可変資本と原料の価格構成率であるへ

⑪ C，ー巧 争
als z，azI 玄 a，j一言

12) 原料部門を独立ぎせたのは，垂直的統合を置定するマハラノピス的二部門分割の相違を明確に
するためである。マハラノピス疏の二部門分割方法はj ドップ，ベトレ ム， (16);フ zルドマソ，
ロピγ ソンに共通しているものであり j とれらは明確にマルクスのそれとは一線を画している。
参照j 高須賀義博， (7)， 47-49買。

13) 価値の素材的補填をベクトル化する手法問，越村信三郎， (4)から示唆されたことをこ kわ

っておく。
14) α • s， rが任意の値をとれるのは，初年度のみで，二年度以後は s.rはαに一致するようじ

なる。紙面の限界から数式展開は省〈がj マルグスの数値倒からも明らかなごとくである。
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この生産要素比率を不変とすれば，当然

⑨ JC JV JR 
一一一一-C V R 

が成立しなければならない。各部門の投下資本に対する生産費の比率を8で表

わすと，供給価格は次のように書くことができる。

⑮ rW，l=fs， K，l=fs， OOlrK，l 
1 w，1 1β，K，I 10仇 011K， 1 
l W，J ls， K，J lO 0 s，J lK，J 

次に各部門の需要のベノレトを考えてみる。

~ rW，l=fc，+JC" C，+JC" c，+JC，l 
1 w，1 1 V，十 .JV1，VS+.dV2， VS+.JVS! 

lWsJ lR1+JRt • R2+JRz， Rs+JR3J 

=r(1+α)al1' (1十仰向" (l+r)a"， lrK，l=rbn， b"， b"lrK，1 
1 (1十 α)a21' (1+β)aZ]' (1+γ) a，，， 11 K， 1 1 b，，， b，，， b" 11 K， 1 
l(1+α)aSlo (1+日)a"，(l+r)a山 JlK3J Lb31' baz， b33JLKsJ 

と表現することができる。ここでは当然

⑮ bn十b21+b31 = 1+α=仇

各部門の需給が完全に一致するためには，⑧@式より次の関係が充たされなく

てはならなし、。

⑮ iβ112:ペ:;;J;;121=(自
これは K1J K3. Ksを未知数とし，ん b" を既知の係数とするかぎり次の三

元同次一次方程式を得る

⑨ r Csl -bu)Kl -b12
oKB -bu・Ks=O

i -b"・K，十 (s-b，，)九 -bZl・Ks=O
l-b31

oK1 -b32・K，十 (βbss)Ks=U

ιの式のうちには方程式が 3佃あるが⑧式の関係より，独立の方程式は 2つで

ある。従って第三の方程式を省いて考えると ，K 1 • Kz. K3の比が求められる。

⑨ K1 K2 Ks 
「二百7τ瓦-，-1-1(13，二百)了て五百-R瓦±百万了二百
(βg-b.2z)， -bzsl I -b21， -bzs I l-b21， (β2-b2a) 

ところが⑨式の左辺のベクトルを d とおいたとき，一次従属のためJ~Oである。
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⑮ 1 s， -b"， -b山一b，， 1

.J=I -b2h βa-bZ2J -b231=o 
I -b31 • -b3h ss-bas.1 
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⑨式との関連で明らかな如<. J1の各行の諸元素の余因子はすべて相等しい。

従って，第 z行第 1列自の交又点にある余因子を .J'j とすると，⑨式の分母は

それぞれ .J31，ilS2J .J~3 である。先の条件より L131 = dl1， ilS2=d2h であから，

⑮式は次のように書き表わせる。

⑩
K1 K2一

K，
一一一一-
All .d22 dS3 

すなわち各部門の需給の一致を保つためには，各部門の投下資本は 2次の首

座小行列式 J1"に比例しなければならないのである。 いいかえれば， 生産性

(α， s， r)と生産要素比 (a")を不変と仮定するかぎり，部門間投資配分は政

策的変更壱許されていないのである工的。需給条件を導入するとんは任意の値で

はなくなるのであり，ますますマハヲノピス・モデノレは，Kセクター優先発展す

なわち重工業優先の論証が不可能となってしまうであろう。もちろん生産性の

パラメーター a，日， γ 壱変更させることにより事情は異ヮてくるかもしれな

い。しかし，ここでの生産性は技術的構成向を変化させることなく変動させ

ることはできないのであれ とれはマハラノゼスが想定したどとし ん， ム

壱ある期間一定であるとするのが妥当であるだろう o (ここで α，βはマハヲ

ノピスの品， s，に相当する。〕またマハラノヒコえが，各部門の資本・労働比率

を一定と仮定しているととから(.，~20 ，OOO ノレピー ， 9ic=8，750ルピ ) ，各部門の

技術骨折帯成を不変と考えているとみなせる根拠を示すだろう。すなわち，彼の

想定は固定的生産係数の仮定であり，生産要素の相対価格の変動とは独立した

技術条件のみによって解決される。生産要素としての資本と労働との聞に代替

の生じる可能性を排除しているのである。このことは次のような幾何的表現に

15) 多〈の論者はj これに気付いていなし、。例えば高賓賀義博氏， (7)は，均衡条件を維持しつ

つも』投資配分は自由度そもっと言われる (105頁〕。しかしそれが許されるのは初年度だけで，

三年度以後はそうではない。 Cu+MCu=九十M九十MV1=九十M，一M'，が成立するからと言っ

て，事項した式 V1+M1-Cn=M"1+MCll;&f成立し，MCl MCIIの相対比'"自由度をもっとは

言えない。経済理論では，純粋数字と異 L 等式の君事項が無制限に許されるわけではない。 M"
の相対的増大は Mv，も増加さタととを知らねばなら伝い。このとき第二式は不成立となる。



第6号第 101巻(582) 66 

よってその特徴が一層明瞭になるだろう明。今直角座標を考え，縦軸に総投下資

本を，横軸に総投下労働者数を示すものとする。生産要素の非代替を考えると，

等産出量線は直角の線分になるはずである 3 何故なら一定以上の資本は過剰資

本として現象し，一定以上の労働は過剰労働として現象するからである。これ

を図示する第3図のようになる。いま資本Kの単位価格をPとし，労働Lの単

位価格をWとすると， 生産要素
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労働の価格が高くなると費用直

線の勾配はきつくなる。逆の場

合は逆であるo 費用直線が上方等産出量線

にV フトして行くほど必要費用

図で明は高くなることを示す。L 

il¥¥ 

、必

-Li  
←勾配予

(第 3図)

/'ヘ、
O¥  。

らかなごとし費用直線の勾配

がどのようなものであれ，すなわち生産要素の相対価格がし市、なるものであれ，

またその変動がどれほど大きかろうと，最適技術は依然として，点Aである。

この時の資本集約度は角度。の正接である o ここで明らかになったことは，雇

用労働量Lは生産手段としての資本量Kの大きさによって一義的に決定される

ことになり，雇用労働量の増加は価格関係の変化とは無関係に資本量の増加，

すなわち蓄積に完全に従属するのである。とのような前提に立っとき，マハラ

ノピスの想定したようにKセグターへの投資配分を不断に高めることによって

成長率，従ってまた消費財産出量も長期的lこは加速的増加することが論証でき

るかどうかが，次に吟味すべき問題となる。消費財セグターにも一定程度の投

資がなされるかぎり不断に消費財の産出高が増加するのは当然である。しかし，

16) 参照，玉野井芳郎香山健一，日本蓄積・技術進歩と産業予備軍.r資本論講座J2.青木書眉，
1964年， 234頁。



後進国開発のための投賢配分 (583) 67 

澗題は初期の消費財産出の犠牲が長期においては償われるということが証明で

きるかということである1九このためには，一人当り消費財の産出高との関連

を考えることによって明確になる。一人当り消費財=実質賃金は，総消費財壱

総労働者数で害]ったものである o 今⑩式の表示法に従えば，実質賃金Wは⑪式

で表現される。

⑪ wヒ 8，K，
(l+æ)an *K:ェ +(1+β)a~~.K~十 (l+r)a日・K，

今第 3部門労働者を省略し， (1+α)auを b"， (1+同)a胞を b"とする。また

Kt!K2をPとすると，次のように書きなおすことができる。

⑫ W~~ 
石市有互

②式を Pで徴分してみると，

働。ω -bn
百戸=布石両司22)2くO

すなわち，実質賃金はKセクターへの優先率の減少関数である。 Kセグターへ

の必要労働者数が零になるというおよそ考えられない状況にならないかぎり，

実質賃金は不断に減少し続け，反転の可能性は生産係数一定の限り全くないの

である。従ってマハラノピ月のごとく Kセグターへの優先投資により短期的

には所得の成長率が低いが，長期的には加速度的になることが言えるためには，

投資の増分が一義的なエコノミックアクティヴィティのそれではなく，ケイン

ズ的集計概念に従うことによって初めて言えることか，もしくは生産係数が不

断に変化して行くものでなくてはならない。マハラノピスのモデノレにこりと土

が陽表されていなし、かぎり，工業部門の優先的発展の路線は出てこないだろう。

マハラノピスのモデノレからその路線を導き出しうる第3の可能性としては，

賃金が極度に低いか，零であることである。労働者の社会的機会費用が人口過

多の後進国経済のもとでは零であると主張するのが，チェネリ←，カ-:/明等

17) との意味では. Fップの解答「工業化の初期の年度に行う僅かばかりの余分の努力と運動が，
十年か三十年のうちにj 極めて大きい収穫を生み，それによって消費が十分に高められるだろう」
(Dobb， (11)， 75頁)は，解答をモデル外から与える意味で無責在であるロ

18) A. E. Kahn， "Investment Criteria in Development Programs"， Quarlerly Journal of 
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の社会的限界生産カ理論である。この理論に従えば，できるだけ労働集約的な

技術を用いることが有利となるのであれそのさいそれに見合う消費財産出を

考慮に入れなくても良いものであった。しかし，センやドツフ'が指摘したごと

く，実際に賃金壱払わなければ，労働者を農村から排出させることはできず，

またそのさい消費財なかんづく農村における生産構造の変化をともなうことな

く労働者を確保することもできなし、問。 それに労働と労働力を区別するとき，

その奇妙さは一層はっきりしてくる。とするならば，賃金基金説に組しないま

でも，支払われねばならない最低の賃金すなわち最低の消費財量が存在するの

であり，賃金がこの最低点に卜ったときには 3 もはや部門間投資配分率に選択

の余地はなしここでも⑩式に示したような投資配分率でなければならなくな

るのである。

以上の論点で明らかになったごとく， マハヲノピスの二部門分割で(マルク

ス流に解釈しなおした二部門分割で)Kセクターの優先投資が論証されるためには，

技術的構造が連続的に変化して行かねばならない。いし、かえれば生産要素の代

替をある程度許容して行くことになるのである o 従って重工業優先諭が論証さ

れるためには，技術選択理論と結びついた投資配分論が説明されなければなら

ないのであって，技術選択ぬきの投資配分論は何の政策的インプリヶ-S/"，:/

壱与えるものではない。産出された固定資本の分割が，投下労働量あるいは価

格と言う単純な等質量の分割ではなく，生産手段の生産のためのものと，消費財

生産手段という素材的内容壱考慮に入れた分割でなければならないとすると，

両部門の生産手段の素材的構成が全く等しし、場合以外は，分割が任意とは言い

きれなくなる。従って阿部門の生産量に対して線型性を持ち込んだ仮定は，現

実の経済開発を考える場合当然修正される必要がある。 at.b，壱生産係数とみ

なし，任意の産出水準に対し投卜資本ーをα倍すれば，当然、生産も α倍となると

いう論理には飛躍がある。複数の要素アクナィヴィアィを結合して，個々の資

Economics， Feb. 1951; H. B. Chenery， "The Application of Investment Criteria"， QI叫ト

terly Jo附 "nal01 Economics， Feb. 1953 
19) A K. Sen， (5]， p. 21 
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本構成の一次結合であらわされる全体としての資本構成をみる場合には，個々

のアグテ f ヴ 4ティの資本構成が全て等しい場合の他は，一次結合の係数とな

るそれぞれの産出水準の変化によって当然資本構成も変化してこざるをえない

のである。その意味で，マハラノピスの表式論をマノレグス流に解釈してきたの

は，実は新産出の素材が既存産出物のミニアチュアであると想定してしまうよ

うな大きな欠陥を持っていたのである。いずれにしても，このような固定比率

を前提とした表式流の部門分割モデルの定式化は厳しし刊、くつかの制約条件壱

負ったモデノレにならざるをえないのである。そこで少しマハラノピλ から脇に

それて， やはり重」ー業優先を主張したドップ， センの特徴をみてみる。 こと

では 7 ハヲノピλ に見られなかった技術選択の説明の仕方の吟味のみをとり出

し，詳しい展開は次号にゆずる。

ドヅプの投資配分理論も本質的にマハラノピスの延長上に立つものである問。

C 1 • Czを二部門における資木設備の現存貯量止し.Y 1 • Y2 T各部門の産出高

であるとし.110んを部門における投資壱表わすものとした上で， λ+ん=I=

L1C と定義を与え 第 1部門投資の優先指標 ψ=年の規定は，ドツデもことわ

っている如〈マハラノピスのんに相当する o この投資が資本設備の現存貯量

であるとする規定と .'fJ(ん)壱導入する思考方法は，そのままマハラノピスと

に ["1 
同ーとみなして良いだろう。ドツプによると.'fJ>王子を維持すると，寸守

L1Y，¥L1Y ~ ~ _ "宇 I I dY 
となり，ここから一二上/一一ーであるかゆえl はすべて増加Y Y"  <X.-I'oJN '711...''-' C' Y' Y 

すると言う。しかし 'fJはそれが越えようとしている舎の率に対して自ら

磁石としての作用を営むがゆえに，成長率の不断の上昇を維持するためにはタ

そのものが時間的に上昇しなければならない。この Vの上限を課すのは消費財

供給であり，両部門に雇用される追加的労働者に対レて消費財を充分に供給し

うるだけ，消費財の産出高を増加させる必要がある。そしてこの上昇限度は使

用される技術が労働節約的であればあるほど一層高いとド νプは言う。労働節

20) Dobb， (12J邦訳，88-90J[。

/ 
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約的技術のもつFの上限を引き上げる利点は，より資本集約的な技術の利点、の

ひとつとして数えられるべきである， としている。このようにドップ，あるい

はセンにあっては，マハラノピスの理論に技術選択の問題を加味することによ

ってその補完を行おうとする意図を持つものである。

E 生産要素の代替・技術選択

マハラノピス理論に消費財供給条件を加味せねばならないとする意見もしば

しば見受けられる o そして，その手法の全てがドツプ，セ Y，ベトレームの手

法の踏襲である。第 1部門への投資壱可能にするための労働者追加は，すべか

らく消費財部門の余剰の輩出条件，すなわち技術選択条件に依存しているとの

説明である c

彼等の仮定は次のようなものである。 (1)消費財の代表品日としてコ-:/

(corn)ー財を考えるロ (2)資本と労働以外の生産要素の存在無視， (3)技術は全て

懐妊期間等しく減価しない。 (4)実質賃金は両部門左も周ーである。 (s)賃金はす

べて消費され，利潤はすべて再投資される。 (6)投資財は労働だけで作られ，経

済体系は閉じている。 (7)消費財部門における資本集約度は， 第 2部門で労働

者壱 l人雇用するために必要な資本財

を生産するに要する第 l部門での雇用

者数。かかる仮定の上に立って，生産

関係を考えるがそこでは収穫逓減の法

則を受付入れ，第1次徴分，第2次徴

分が可能であるとする。ここでの図示

法はセ Y のそれを採用しようz九 ドツ

プよりもセンの方がより単的な特徴を

示すからである。今横軸に第 1部門雇

用 1人に照応;する第2部門の追加的労 Li 

21) A. K. Sen， [16J 

C 

(第4図)

Pc" Pc' 

c: c': 針

。v
k
 

Lc 
θ 
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働者数。縦軸正方向にコーンの追加的産出高，縦軸負方向に第 1部門追加労働

1単位を考える。角度()， ()'， (}fIの正接がそれぞれの資本集約度をあらわす。

従って 0ヘ8'， 。の順に資本集約度は高くなる。直線 oFcぺ oPC'，oPcの勾

配が，夫々の労働生産性を表現する。第4図の意味するところのものは，労働

生産性は資本集約度の関数であると言うことである。この前提のあと，いかな

る技術の選択がなされるべきかが，第 5図で示される。現時点での最大産出量

(第5図〕

ω 

。

O Lc" Lc 

を確保しようと思えば，生産関数Qの頂点た

るA点でなければならない。しかし，第 1部

門の追加労働力を確保するためには，第2部

門の余剰の輩出を最大にしなければならず，

A点が余剰最大であるためには，労働賃金な

いし労働の社会的費用が零と想定されなけれ

Lc ばならなし、。しかしその想定は非現実的であ

る。労働者を雇用するためには，支払わねば

ならないのは貨幣形態をとった現金でなければならず，その意味で労働の社会

的費用は正である。今直線 oω の勾配を賃金率と考えれば，A点における利潤

率は線分 AA'で表現される o しかし， この場合A点は幸町閏率=余剰率を最大

にする点であるとは考えられな〈なる。生産関数に引いた接線が直線。聞に平

行になるような接線の接線が最適点である。何故ならこの点、における利潤率

BB'は，他のいかなる点の利潤率よりも大きし、からである町。通常労働過多の後

進国ではなるべく資本集約度の低し、技術ないしは資本産出高比率最小の技術が

選択されるべきであると言うのが，プノレジョワ・イデオロークの最右翼である o

この程論に対しセγ達の提唱する基準は資本集約度の高い技術，労働節約的技

術の有利さを説くのである。現時点の極大産山にはならないが，成長率視点を

考えるときには，己の技術が有利なものとなヮてくるc この論証の仕方によっ

て，いわゆる近代的技術?工業化路線の理論的基礎が出来たかに見える。しか

22) ドップのグラフは，賞金串だげ植軸正方向にシフトさ4たものである。
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し部門間投資配分壱導入すると，，"，様子は異ってくる旬。

⑬ aL， 笠己主二位
"dt---d-' 

dL. 
~i/ =LiPi 向は第 1部門生産性)

守 =Lmi-Pmi

⑬式の意味するところは，体系の成長率は第2部門の剰余に依存し，逆に第2

部門労働者数増加率は Z部門(第2部門用生産財生産)の提供しうる資本財数量

に依存する。 P，の生産性を高めようとするなら， τ部門に多量の労働者を追

加せねばならないが，そうする己とは九を相対的に低下させる。従って弟 1

部門労働者の多〈を開部門(i部門間生産財生産)にふり向けねばならなくな

る(重士業化)。 しかし， これは P，を低下させ全体の成長率を低下させるこ

とになる。との矛盾を回避する鍵が逆の加速度因力とよばれるものであり，制Z

部門の確立後生産件の上昇が z部門，第2部門に逆に波及して行くというので

ある。しかし，その波及の期聞がどの〈らいの長さであるのか， ドップにして

もセγ にしても明示していない。工業化路線の鍵が逆の加速度因子にあるのは

明白なのだから，この因子壱理論的に期間分新壱ふまえて論証しなし、かぎり工

業化路線なかんずく重工業路線は論証されたとは言い難い向。第2部門の近代

K 

O 

(第6図)

、
、
ω 
-p 

、、、

23) Dobb， [12)，邦訊， 66良。

L 

技術選択論のみならば，工業化路線とはます

ます道を遠くしてしまう。しかし何よりも問

題なのは，この技術選択論の手法が新古典派

の要素比例説のそのままの踏襲である点であ

る。新古典派の理論は第3図の等産出量曲線

がスムース;な曲線を描き，代替の無限性を仮

定する。この関係を新たに第6図で表現して

みる。費用曲線が等産出量曲線に接する点A

24) Dobb， (10)の新著でも重工業優先を半ばアプリプリに考えj 期間分析の必要性は全〈無視し，
もっぱら計画化のがl点として楽観論を示すだ付である (107l'()， 
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における技術(資本集約度は正接的が最適であるが， これより資本集約度の低

い点、，たとえばBを選択するとき，費用線は上方にシフトしてしまし、，余計に

コストがかかることを表現している。センにしてもドップにしても，要素の相

対価格(賃金率の犬小)によって技術選択が作用され，またそれのみである点に

おいては，新古典派の手法と一分の違いもないのである。

消費財なかんずく食糧の余剰創出と，それによってはじめて追加的に雇用さ

れうる労働力の近代産業への追加投入という形態で考えられる投資概念，それ

も潜在的過剰人ロのプーノレたる農業部門を無視した「近代部門」のみの投資概

念は，収穫iIffi:減法則との戦いが食糧余剰の大きさを決定する後進国の苦しみ，

農業が水のコントローノレ等の基礎投資壱必要とし，それも不可分割性により特

色づけられる巨額の資金需要の側面を無視するものである汽重工業化に必須

の農業の作付体系の変革と収穫減少のおそれとの矛盾の保証措置に対し，彼ら

の重工業路線はし、かなる解答を用意しているのか問。後進国の重丁業路線につ

いての問題の本質は，歴史的収穫逓減法則の作用や，分割不可能なE額の資本

と，高い資本集約度壱要する固定資本蓄積の課題の重圧によって，近代部門の

発展が阻止され家計部門の過剰労働が増大し，一層の食糧危機を呼びおこすの

ではないかの現実に生じている困難住に対してどのような解答を与えうるかで

ある。成長率の加速的成長の魅力をみせつける裏には，部門聞の再生産構造が

無視されていた。消費財供給条件壱導入したそデノレは，逆の加速度因子に逃げ

道壱求め期間分析をネグレクトした。そして両者に共通な欠陥は，固定資本，

特に重工業の固定資本の宣額性と不可分割性に対し，目をつぶったままである

ことである。伝統的な生産関数は，有効点の集合における投入量，産出量の量

的関係を示すものであって，この有効点の集合は無限個の基礎的アグティヴィ

ティが存在する場合の生産のフロソティアであると解されるが，ボトノレネック

25) 加藤長雄編. (3). 43頁。

26) ソグイエ干の20年代り工業化論争において，実践的にはj プレオプラジェ γスキーの手法がス
タ リソに引き継がれた解釈として』 この視点が重要になる。 cf.C. H. Feinstein. [15) 所

収の R.Schlesingerの論文，“ TheHistorical Setting of SociaIlst Planning in the U.S 
s. R". pp. 308-325 
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の余りに多い後進国経済にこの仮定は許されるか。また固定資本の存在が技術

構成の連続的変化の制約条件となっている事実は捨象できないであろう。特に

重工業部門では，生産要素聞の代替性が強i.資本の可分割性の大きいものも

あるが，そうではなくて資本・労働比率が固定的で，資本の不可分割性が顕著

であれ大規模生産の利益がきわ立っている産業部門が多しこの産業におい

ては技術選択の幅が著しく狭められ，その産業を選択するかどうかが技術選択

の決め手となるのである。資本集約度的技術の有利さは，ドップ，センが示し

たような単純な想定から出てくるものであろうか。新しい生産方法に転換士る

場合，増加した生産財をもっても今期より少い生産量しか生産できぬ場合の方

が多い。 B財の生産性の方がA財のそれよ bも高かつても B財自身を再生産

する必要生産財の数はA財のそれよりも多レ可能性を否定できないし，耐久的

生産財については生産方法のBで用いられる生'産財の耐周期闘が著しく大であ

る場合には， 定量の生産のための消耗量は僅小であるにもかかわらず，その

ために存在しなくてはならない耐久的生産財はE犬なものとなるかも知れない

のである。仮に直接労働を節約して，生産財のより多量件の上昇によって，よ

り多量な生産財に令まれる投下労働量は，それ以前の小量の生産財よりも大と

なるであろう。それに固定資本の拡充の場合，それが長期的なものであっても，

再生産の不断の流れの一時点としてマルクス流の拡大再生産表式から説明する

かぎり問題は起らないのだが， 新規に固定資本を建設する時， いし、かえれば

再生産の出発点に立ちすべてのE大閏定資産を建設しなければならなくなると

き，著し〈困難な問題が生じる。 d だけ成長率を図るには，翌年には α倍の固

定資本では不充分なのである。固定資本の耐周年数をTとすれば， (aT)の固

定資本が必要となるのである町。こう言った巨額の資金併呑性， それに反比例J

する僅かの当面の雇用吸収力の重圧に対し，正面から解答を与えるものでない

かぎり，重工業路線の有利さは論証された ιとにはならないのである。最後に

技術選択の手法につし、て言を追加すれば，技術的構成を問題とする際の生産手

27) 置塩信雄「再生産の理論』昭和田年，創文社， 241←243A，。
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段の量は，多くの異質な素材からなる物理的数量であって，そのままでは異な

る技術的構成を相互に比較平均することはできない。しかしドツブ達は，財を

全て単一財に帰し，分配に伴う困難な問題を強引に回避してしまっているので

ある。

結論として言えることは，技術選択論について提出された多くの基準は，問

題の 1つの側面の特徴をかなり的確に表現する効果はあったけれども，後進国

が当面している現実の複雑な選択の問題に対しては，何ら有効な指針を与える

ものではない。次号で技術選択の基準について個々の吟味を行う。

(なお， この論文は，ぎる 2月3日に東洋紡湿済研究所で催された国際経済学会関西部

会での報告に加筆したものである。〉
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